
富山市告示第５８３号 

 富山市建設工事競争入札参加資格者選定要綱を次のとおり定める。 

  平成２０年１０月３１日 

 

                富山市長  森   雅  志 

 

富山市建設工事競争入札参加資格者選定要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下

「令」という 。） 第１６７条の５第１項及び第１６７条の１１第２項の

規定に基づき、富山市が発注する建設工事の請負契約の競争入札に参加

する者に必要な資格（以下「入札参加資格」という 。）、 資格審査の時

期、方法等について、必要な事項を定める。 

 （競争入札参加者の資格） 

第２条 競争入札に参加できる者（以下「入札参加資格者」という 。） は

、次の各号に該当する者であって、第５条の規定により建設工事競争入

札参加資格者名簿に登載されたものでなければならない。 

(1) 建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という 。） 第３

条の規定により建設業の許可を受けている者 

 (2) 法第２７条の２３の規定に基づく経営に関する客観的事項の審査を

受けている者 

 (3) 次に掲げる届出を行っている者（当該届出の義務がある者に限る。

） 

  ア  健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届 

   出 

  イ  厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定に 

   よる届出 

  ウ  雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届 

   出 

 （競争入札に参加することができない者） 

第３条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、



競争入札に参加することができない。 

 (1) 令第１６７条の４第１項各号のいずれかに該当する者 

 (2) 法第２８条第３項の規定により、新潟県、石川県及び富山県の区域

内において営業停止を命ぜられた者であって、当該営業停止期間中の

者 

 (3) 富山市競争入札参加有資格者指名停止要領に基づく指名停止期間中

の者 

 (4) 税を滞納している者 

 (5) 第９条の規定により入札参加資格を抹消され、２年を経過しない者 

 (6) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の

申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号

）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者及び更生手続開始

の決定を受けた者又は再生手続開始の決定を受けた者にあっては、再

度の入札参加資格の認定を受けていない者 

 (7) 富山市工事成績評定点による入札参加の制限等に関する要領に基づ

く入札参加制限期間中の者 

 （資格審査申請の時期及び方法） 

第４条 競争入札に参加しようとする者は、建設工事入札参加資格審査申

請書（様式第１号。以下「申請書」という 。） に次に掲げる書類を添え

て市長に申請しなければならない。 

 (1) 経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書（写し） 

 (2) 第２条第３号に定める届出を経営規模等評価結果通知書・総合評定

値通知書で確認できない場合は、当該届出を行ったことを確認するこ

とができる書類（写し） 

 (3) 主観的事項に関する申請書（様式第２号（その１－その４）富山市

の区域に主たる営業所を有する者（以下「市内業者」という 。） に限

る 。） 

 (4) 委任状（入札、契約の締結並びに代金の請求及び受領等の権限を委

任する場合に限る。様式第３号） 

 (5) 登記事項証明書（法人が申請する場合に限る 。） 

 (6) 身分証明書（個人が申請する場合に限る。市町村長発行のもの 。） 



 (7) 納税証明書 

 (8) 取引金融機関届（様式第４号） 

 (9) 資本関係・人的関係に関する調書（様式第５号） 

 (10) 営業所実態調査依頼書（様式第６号。新たに競争入札参加資格申請

を行った者（前回の定期受付により有効な期間において資格者名簿に

登載されていた者が行う場合を除く。以下「新規申請者」という 。）

のうち、市内業者に限る 。） 

 (11) 営業所写真（様式第７号その１、その２。新規申請者のうち、市内

業者に限る 。） 

 (12) 営業所案内図（様式第７号その３。新規申請者のうち、市内業者に

限る 。） 

 (13) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２  申請書は、平成２０年度及び同年度から起算して２の倍数の年度を経

過したごとの年度（以下「定期受付年度」という 。） の１１月１日から

１２月２５日まで（富山市の休日を定める条例（平成１７年富山市条例

第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という 。） を除く

。ただし、提出期間の末日が休日に当たるときは、当該休日の翌日まで

）に提出しなければならない。 

３  市長は、定期受付年度の受付（以下「定期受付」という 。） のほか、

入札参加資格の有効期間の開始日から、当該定期受付年度から起算して

２年度経過後の２月１５日まで（休日を除く 。） の間、申請書を受け付

ける（以下「随時受付」という 。）。  

（建設工事競争入札参加資格者名簿への登載） 

第５条 市長は、申請書を受理したときは、次に掲げる事項（本市の区域

以外に主たる営業所を有する者にあっては、第１号に掲げる事項）につ

き、別に定めるところにより審査し、建設工事競争入札参加資格者名簿

（以下「資格者名簿」という 。） に登載する。 

 (1) 法第２７条の２３に規定する経営に関する客観的事項 

 (2) 市工事成績 

   定期受付年度（ただし、随時受付にあっては、その申請により得ら

れる入札参加資格について、第６条に規定する有効期間の満了日が同



一となる定期受付年度）の前４年度における建設工事の種類別の市工

事の成績 

 (3) 市工事経歴 

   定期受付年度の前４年度における建設工事の種類別の市工事完成高 

 (4) 技術職員数（法第２７条の２３第 1 項の規定による経営事項審査に

おける業種別の総合評定値の算出の基礎となった技術職員数） 

 (5) 信用状況 

   定期受付年度の前２年度における書面又は口頭による警告及び注意

、指名停止、入札参加制限、指示並びに営業の停止の状況 

 (6) 社会的貢献の状況 

   定期受付年度及び前年度における除雪協力の状況、定期受付年度に

おける災害協力及び障害者雇用の状況、申請日において、富山市消防

団協力事業所表示制度実施要綱（平成２０年富山市消防局訓令第３号

）第２条第２号に定める消防団協力事業所の認定を受けた事業所の登

録の状況、富山市が実施する「チームとやまし」への登録の状況、ボ

ランティア活動の状況、定期受付年度の前２年度における保護観察対

象者等の雇用状況、次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１

２０号）第１２条第４項の規定による届出の状況、女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号）第８条第

７項の規定による届出の状況、本市のＳＤＧｓサポーター登録の状況

、除雪オペレーターの育成の状況並びに青少年の雇用の促進等に関す

る法律（昭和４５年法律第９８号）第１５条の規定による認定の状況

。 

２  前項の場合において、当該申請書が、再度申請（この条の規定により

資格者名簿に登載された者が、第８条第２項に規定する届出書を提出し

て既に登載されている建設業許可業種に係る入札参加資格（以下この項

及び次項において「当初資格」という 。） を取り下げた後、当初資格有

効期間（当該当初資格に係る次条の規定による有効期間をいう。次項に

おいて同じ 。） 内に行う当初資格と同一の建設業許可業種に係る前条の

規定による資格審査申請をいう 。） に係るものであるときは、前項第１

号及び第６号に掲げる事項については、それぞれ当初資格に係る申請事



項により審査するものとする。 

３  第１項の場合において、当該申請書が、業種追加申請（この条の規定

により資格者名簿に登載された者が、当初資格有効期間内に行う当初資

格とは別の建設業許可業種に係る前条の規定による資格審査申請をいう 

。） に係るものであるときは、第１項第６号に掲げる事項については、当

初資格に係る申請事項により審査するものとする。 

４  工事の種類別格付は、土木工事、建築工事、電気工事、管工事、舗装

工事及び造園工事についてはＡ、Ｂ又はＣの３等級にそれぞれ格付して

行う。 

（資格の有効期間） 

第６条 入札参加資格の有効期間は、定期受付にあっては定期受付年度の

翌年度の４月１日から次の定期受付年度の３月３１日までとし、随時受

付にあっては資格者名簿に登載された日から次の定期受付年度の３月３

１日までとする。 

 （営業の譲渡又は相続） 

第７条 入札参加資格者から営業の全部若しくは一部を譲り受けた者又は

入札参加資格者の死亡により営業を相続した者は、建設工事入札参加資

格（譲受、相続）審査申請書（様式第８号）に営業の全部又は一部を譲

り受け、若しくは相続したことを証する書面を添付して提出しなければ

ならない。 

２  前項の申請があったときは、随時に第５条の規定により格付し、資格

者名簿に登載する。 

３  前項の措置に係る資格の有効期間は、譲渡人又は被相続人の有してい

た有効期間の残期間とする。 

（変更等の届出） 

第８条 入札参加資格者は、次に掲げる事項について変更があったときは

、速やかに入札参加資格変更届出書（様式第９号）を提出しなければな

らない。 

 (1) 商号又は名称 

 (2) 受任先営業所等の名称及び所在地 

 (3) 法人又は共同企業体である場合においては、代表者の氏名 



 (4) 受任者の氏名 

 (5) 営業所の専任技術者の氏名 

 (6) 指定口座   

(7) 電話番号及びＦＡＸ番号 

 (8) その他 

２  入札参加資格者は、入札参加資格を取り下げようとするときは、入札

参加資格取下届出書（様式第１０号）を提出しなければならない。 

 （入札参加資格の抹消又は格付の降級） 

第９条 入札参加資格者が次の各号のいずれかに該当するときは、その者

を資格者名簿から抹消し、又は格付を降級することができる。 

 (1) 第２条に規定する要件に該当しなくなったとき。 

 (2) 令第１６７条の４第２項の各号のいずれかに該当することとなった

とき。 

 (3) 申請書及び添付書類に事実と異なる事項を記載したとき。 

(4) 第３条第４号の規定に該当したとき。 

(5) 前条第１項に規定する変更の届出をしなかったとき。 

２  前項の規定により入札参加資格を抹消したときは、建設工事入札参加

取消通知書（様式第１１号）により通知する。 

３  第１項の規定により格付を降級したときは、建設工事入札参加資格等

級格付降級通知書（様式第１２号）により通知する。 

（発注工事に対応する建設業許可業種の基準） 

第１０条 発注工事の種類別に応じ、入札参加することのできる建設業の

許可業種の基準は、別表のとおりとする。 

 （共同企業体の特例） 

第１１条 共同企業体の申請要件は、別に定めるところによる。 

２  共同企業体は、建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書（様式第

１３号）に次に掲げる書類を添えて申請しなければならない。 

 (1) 共同企業体協定書 

  (2) 構成員ごとの施工実績調書 

 (3) 構成員ごとの配置予定技術者調書 

 (4) 電子入札用委任状（電子入札による場合に限る 。） 



 (5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

３  前項の場合において、入札後に当該建設工事に係る共同企業体の資格

審査を行うときは、前項第１号に掲げる書類は、当該入札後に提出する

ものとする。 

４  建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書（様式第１３号）は、市

長が必要と認める場合に、その都度提出できるものとする。この場合に

おいて、第６条の規定は適用しない。 

５  共同企業体の資格審査は、第５条の規定に準じて、別に定めるところ

により行う。 

６  共同企業体の構成員が第９条の各号のいずれかに該当したときは、当

該共同企業体は、第９条の規定の適用を受けるものとし、共同企業体が

第９条の各号のいずれかに該当したときは、当該共同企業体の構成員に

ついて同様とする。 

（電子情報処理組織による申請等） 

第１２条 申請等（申請、届出その他のこの告示の規定に基づき市長に対

して行われる通知をいう 。） のうち当該申請等に関するこの告示の規定

により書面等（富山市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例

（令和３年富山市条例第５号）第２条第３号に規定する書面等をいう 。

）により行うこととしているものについては、当該規定にかかわらず、

同条例第３条並びに富山市情報通信技術を活用した行政の推進に関する

条例施行規則（令和３年富山市規則第２６号）第３条及び第４条の規定

の例により電子情報処理組織（同条例第３条第１項に規定する電子情報

処理組織をいう 。） を使用する方法により行うことができる。 

附  則 

 （施行期日） 

１  この告示は、平成２０年１１月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２  第５条第１項第４号の規定については、定期受付にあっては平成２２ 

年度の申請から、随時受付にあっては平成２３年度の申請から適用する 

。 

 （経過措置） 



３ この告示の施行の日（以下「施行日」という 。） の前日までに、廃止

前の建設工事の競争入札に参加する者に必要な資格の規定に基づきなさ

れた処分、手続その他の行為は、この告示の相当規定によりなされたも

のとみなす。 

４  施行日以後における平成２０年度の随時受付に係る手続については、

なお従前の例による。 

附  則 

 （施行期日） 

１  この告示は、平成２２年１１月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２  第５条第１項第４号、第５号及び第２項の規定については、定期受付

にあっては平成２２年度の申請から、随時受付にあっては平成２３年度

の申請から適用する。 

３  施行日以後における平成２２年度の随時受付に係る手続については、

なお従前の例による。 

   附  則 

 （施行期日） 

１  この告示は、平成２３年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２  改正後の富山市建設工事競争入札参加資格者選定要綱第５条第１項第

５号の規定は、定期受付にあっては平成２４年度の申請から、随時受付

にあっては平成２５年度の申請から適用し、平成２３年度及び平成２４

年度の随時受付に係る手続きについては、なお従前の例による。 

     附  則 

 （施行期日） 

１  この告示は、平成２６年１１月４日から施行する。 

（経過措置） 

２  この告示による改正後の第２条第３号、第４条第１項第４号、様式第

２号その１及び様式第２号その３の規定は、定期受付にあっては平成２

６年度の申請から、随時受付にあっては平成２７年度の申請から適用し

、平成２６年度の随時受付に係る手続については、なお従前の例による



。 

   附  則 

 （施行期日） 

 この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

    附  則 

 （施行期日） 

１  この告示は、平成２８年１１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  この告示による改正後の第５条第１項第６号、様式第１号、様式第２

号その１、様式第４号及び様式第６号の規定は、定期受付にあっては平

成２８年度の申請から、随時受付にあっては平成２９年度の申請から適

用し、平成２８年度の随時受付に係る手続については、なお従前の例に

よる。 

   附  則 

 この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附  則 

 この告示は、平成３０年１０月１日から施行する。 

   附  則 

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附  則 

 （施行期日） 

１  この告示は、令和２年１１月２日から施行する。 

（経過措置） 

２  改正後の富山市建設工事競争入札参加資格者選定要綱の規定は、定期

受付にあっては令和２年度の申請から、随時受付にあっては令和３年度

の申請から適用し、令和２年度の随時受付に係る手続にあっては、なお

従前の例による。 

   附  則 

 この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

   附  則 

（施行期日） 



１ この告示は、令和４年１１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  改正後の富山市建設工事競争入札参加資格者選定要綱の規定は、定期

受付にあっては令和４年度の申請から、随時受付にあっては令和５年度

の申請から適用し、令和４年度の随時受付に係る手続にあっては、なお

従前の例による。 

附  則 

 この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

附  則 

 この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

附  則 

 （施行期日） 

１  この告示は、令和６年１１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２  改正後の富山市建設工事競争入札参加資格者選定要綱の規定は、定期

受付にあっては令和６年度の申請から、随時受付にあっては令和７年度

の申請から適用し、令和６年度の随時受付に係る手続にあっては、なお

従前の例による。 

   附  則 

 この告示は。令和７年４月１日から施行する。 

 



別表（第１０条関係）
　　発注工事に対応する建設業許可業種

発注工事の種別 対応工事の種別（建設業許可に係る業種）

一般土木工事 土木工事業

アスファルト舗装工事 ほ装工事業

セメント、コンクリート舗装工事 ほ装工事業

橋梁上部工事 鋼構造物工事業

プレストレストコンクリート工事 土木工事業、とび・土工・コンクリート工事業

法面処理工事 とび・土工・コンクリート工事業、防水工事業

ボーリング、グラウト工事 とび・土工・コンクリート工事業、さく井工事業

スノーシェッド工事 土木工事業、鋼構造物工事業

ロードヒーティング工事 電気工事業

消雪装置工事 管工事業

しゅんせつ工事 しゅんせつ工事業

水道管埋設工事 土木工事業、水道施設工事業

水門、門扉工事 鋼構造物工事業

水処理装置工事 機械器具設置工事業

横断歩道橋工事 鋼構造物工事業

造園工事 造園工事業

さく井工事 さく井工事業

信号機設置工事 電気工事業、機械器具設置工事業

防護柵工事 とび・土工・コンクリート工事業

一般建築工事 建築工事業

給排水、衛生設備工事 管工事業



暖冷房設備工事 管工事業

電気設備工事 電気工事業

電話、通信設備工事 電気通信工事業

放送、拡声装置工事 電気通信工事業

消防、防災設備工事 消防施設工事業

エレベーター工事 機械器具設置工事業

じん芥処理施設工事 清掃施設工事業、タイル・れんが・ブロック工事業

室内装飾工事 内装仕上工事業

建具工事 建具工事業

塗装工事（道路標示を含む） 塗装工事業

防水工事 防水工事業

特殊工事 該当する対応建設業



（用紙Ａ４）

※02 業者番号

※ 主観的事項　有　無

　　　　年度に、富山市で行われる建設工事に係る競争に参加する資格の審査を申請します。　　

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。　　　　

　　　　　　年　　　　月　　　　日 申請者

(本社）

※委任先がある場合、 ～ の項目は、委任先のものを記載してください。

（16 代理申請時使用欄）

申請代理人郵便番号 　
申請代理人住　　所

申請代理人氏　　名

申請代理人電話番号

※欄については、記入しないでください。（以下同じ。）　　　

19 内 装 仕 上

塗 装 24

28 清 掃 施 設

さ く 井

50 解 体
07 屋 根 14 し ゅ ん せ つ 21 熱 絶 縁

26 水 道 施 設

印 06 石 13 ほ 装 20 機 械 器 具 設 置 27 消 防 施 設

05 と び ・ 土 工 ・ コ ン ク リ ー ト 12 鉄 筋

25 建 具04 左 官 11 鋼 構 造 物 18 防 水

16 申 請 代 理 人 03 大 工 10 タ イ ル ・ れ ん が ・ ブ ロ ッ ク 17

22 電 気 通 信

02 建 築 一 式 09 管 16 ガ ラ ス 23 造 園

01 土 木 一 式 08 電 気 15 板 金

委任先の電話番号 メ ー ル ア ド レ ス

13 本 社 ( 店 ) 又 は
－ －

15 競 争 参 加 資 格 希 望 工 種 区 分

委任先のFAX番号 （希望する工種区分の番号に○をつけ、空欄に許可の種類（般・特）を記入する）

12 本 社 ( 店 ) 又 は
－ －

14 本 社 ( 店 ) 又 は 委 任 先 の

10 委 任 先 の 名 称

フ リ ガ ナ

11 代 表 者 又 は

受 任 者 の 職 氏 名

フ リ ガ ナ

08 本 社 ( 店 ) 又 は

委 任 先 の 住 所

フ リ ガ ナ

09 商 号 又 は 名 称

06

04

07 08 10 14

（宛先）　富　山　市　長 代表者職氏名

商号又は名称

住　　　　所

　03 建設業許可番号

07 本 社 ( 店 ) 又 は
－

委任先の郵便番号

建設工事入札参加資格審査申請書（定期受付）

－２：更新

※ 申請者 市内 ※05 申請者の地域区分

の区分 市外 1富山 2大沢野 3大山 4八尾 5婦中 6山田 7細入

01 １：新規



 

その１ 

主観的事項に関する申請書 
 

(宛先) 富山市長 

 

申請者                   
住     所                              

商号又は名称  

代表者職氏名                

 

 

富山市建設工事競争入札参加資格審査に係る主観的事項の審査を下記のとおり申請します。 

なお、この申請書及び添付書類の内容について、事実と相違ないことを誓約します。 

                 

  

   記 

 

 

 
              

項            目 
点数 

(注１) 

○印欄 

(注２) 

１ 除雪協力 

年度・  年度に、富山市と除雪業務につ

いて右の内容の契約をしている。 
※ 稼動実績の有無は問わない。 
※  各年度のaまたはbを選択（a、ｂ両方の実績がある

場合はaを選択）すること。 

 
  
 

年 
度 

a.自社の機械で道路又は歩道除雪

業務を実施する。（機械及びオペ

レーターの提供） 
 

 

10 

 

 

b.市から貸与された機械で道路又

は歩道除雪業務を実施する。（オ

ペレーターの提供） 
 

 

  5 

 

 

 

 
 

 
年 
度 

a.自社の機械で道路又は歩道除雪

業務を実施する。（機械及びオペ

レーターの提供） 
 

 

10 

 

 

b.市から貸与された機械で道路又

は歩道除雪業務を実施する。（オ

ペレーターの提供） 
 

 

  5 

 

 

 

２ 災害協力 

申請日時点で、富山市「災害時における応急対策業務に関する協定」等を締結し

ている協会等（注３）の会員である。 （協会名：            ） 

 

15 

 

 

 

３ 消防団への協力 
  申請日時点で、富山市から消防団協力事業所と認定された者である。 

 

10 

 

 

４ 「チームとやまし」への参加 
  申請日時点で、企業単位で温暖化防止に取り組む「チームとやまし」へ参加してい 
る。                   （チーム名：             ） 

 

5 

 

５ ボランティア活動（1）、（2）各10点、（3）5点 
（1）企業として、基準日（令和 年 月 日）から前４年間に２回以上、ボランテ

ィア活動を継続的に行っている。 
※別紙「ボランティア活動実績報告書」を添付してください。 

 

10 

 

 

 

  

   



 

項            目 点数 

(注１) 
○印欄 

(注２) 

（2）企業として、法定外公共物の機能管理を行っている生産組合などから依頼を受け、草

刈りや水路のしゅんせつ、軽微な修繕などの地域貢献活動を行っている。基準日（令和 年 

月 日）から前２年間に２回以上の継続的な実績を必要とする。 
※別紙「法定外公共物の機能管理に係るボランティア活動実績報告書」を添付し

てください。） 

 

10 

 

(3)申請日時点及び前年度にひとり暮らし高齢者宅等への除雪協力として、富山市

社会福祉協議会（ボランティアセンター）が組織する「おらっちゃ雪かき隊」等

の除排雪ボランティアに事業者として登録があること。 
   除排雪ボランティア名（                  ） 

      事業実施団体（                      ） 

 

5 

 

６ 障害者雇用 
  次の（１）又は（２）に該当する者。 

 

 

 

 

 

 
 

 

(1) 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）第43条第1項に規 
定する障害者の雇用義務があり（＝常用労働者数  人以上（建設業は  人以

上））、法定雇用率（   ％）を満たす数以上の障害者を雇用している。 
※公共職業安定所に提出した「障害者雇用状況報告書」（令和 年 月 日時

点の状況を記載し、職業安定所の受付印のあるもの）の写しを添付してくださ

い。 

 

 

 5 

 

 

 

  

 

(2) 障害者の雇用義務はないが（＝常用労働者数  人未満（建設業は  人未満））、

申請日時点で障害者を１名以上雇用している。 
※別紙２「障害者雇用の報告書」及び身体障害者手帳等の写しを添付してくださ

い。 

 

10 

 

 

 

７ 保護観察対象者等の雇用 
  協力雇用主として富山保護観察所に登録し、定期受付年度の前２年度に保護観察

対象者等を３ヶ月以上雇用した実績がある。 
※富山保護観察所の証明する「協力雇用主及び保護観察対象等の雇用に関する証明

書」の写しを添付してください。 

 

 

5 

 

８ 次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）に基づく一般事業主行動計

画の届出 
  次世代育成支援対策推進法第１２条第１項に規定する一般事業主のうち、常時雇

用する労働者の数が１００人以下の者であって同項に規定する一般事業主行動計画

を策定し、富山労働局長に届出をしている者。 
※富山労働局の受付印が押印された届出の写しを添付してください。 

 

 

5 

 

９ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）に基づ 
く一般事業主行動計画の届出 

  女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第８条第１項に規定する一般事

業主のうち、常時雇用する労働者が１００人以下の者であって同項に規定する一般

事業主行動計画を策定し、富山労働局長に届出をしている者。 
※富山労働局の受付印が押印された届出の写しを添付してください。 

 

 

5 

 

１０ ＳＤＧｓ推進活動 
ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の推進に向けて活動に取り組んでいる者。Ｓ

ＤＧｓに掲げる目標達成に向けて取り組む企業として市のＳＤＧｓサポーター登

録をしている者。 

 

 

5 

 

１１ 除雪オペレーターの育成 
   次の（１）又は（２）に該当する者 

 

10 

 

 (1)申請日時点で市の除雪オペレーターとして登録され、かつ、定期受付年度の９月

３０日から前５年に、（一社）日本建設機械施工協会北陸支部の「除雪機械安全施

工技術講習会」や富山県の「除雪オペレーター実地研修」等、除雪作業の技術向

上や安全管理の講習を受講した従業員を雇用している。 
 

 

 

 

 

 



  

項            目 
点数 

(注１) 
○印欄 

(注２) 

 (2)定期受付年度又は定期受付年度の前年度に市の除雪オペレーターとして新規に登

録され、かつ、申請日時点で市の除雪オペレーターとして登録されている従業員を

雇用している。 

  

１２ ユースエール認定企業 
   申請日時点で青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和４５年法律第９８号）

第１５条に規定する基準に適合し、富山労働局長に認定された者（常時雇用する

労働者の数が３００人以下の者に限る。） 
  ※認定を証する書類（認定通知書）の写しを提出してください。 

 

  5 

 

合計             ※ (注１)   

 
（注１）   点数欄、合計欄は記入しないでください。 

（注２）該当する欄に○印を記入してください。 

（注３）富山市建設業協会、富山市管工事協同組合、富山県構造物解体協会、富山市電業協会、斜面

防災対策技術協会富山県支部、富山県地質調査業協会、富山造園業協同組合など。 

 



その２ 

   
                 ボランティア活動実績報告書 

 
※記載要領及び注意事項 
 ①活動を証する記事等の添付 

活動の証となるもの（新聞記事・広報記事・写真等）を添付のうえ、この報告書を提出してく

ださい。 

②活動範囲   
   富山市内での活動内容が確認出来るものが対象となります。 

③活動例 
道路・公園の清掃、交通安全活動、防犯活動など。ただし、契約に基づく施工など対価を得て 

行う業務等は対象としません。また、法人ではなく個人で活動しているものは除きます。 

④活動期間 

   年１０月１日から  年９月３０日までの間で、複数年度にわたる、２回以上の同一活動

の実績について記入してください。 

 

商号又は名称 
 

 

活動の概要 
 

 

活動場所 

 

活動期間 
  年  月  日 ～     年  月  日 

  年  月  日 ～     年  月  日 

活動人数 のべ人数      人 ／ 実人数       人 

 

 

 

 

 

具体的な 

活動内容 

 

 



その３ 

 

 

障害者雇用の報告書 

 

 

 

                                            雇用状況 

 

    障害の種類（障害等級又は区分） 

 雇用の有無 

（該当者がいる 

 場合のみ○印） 

 

人 数 

 

 （１）身体障害者 

障害等級又は区分   

 

        人 

 

 

 （２）知的障害者 

障害等級又は区分   

 

        人 

 

 

       合 計 人 数 

  

 

        人 

 

       総 従 業 員 数         

  

 

        人 
 

     申請日時点で、上記の障害者を当社従業員として雇用していることに相違ありません。 

 

   年   月   日 

 

 

                                              

        住    所 

        商号又は名称 

               代表者職氏名                                               

 

 

 

記載要領 

１ この報告書は、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）（以下「法」とい

う。）第43条第1項に規定する障害者の雇用義務がない事業者（＝常用労働者数   人未満（建設業は   
人未満））が、申請日時点、法第２条に定める障害者で雇用保険の被保険者を雇用している場合に作

成してください。ただし、代表者及び役員で雇用保険に加入していない方は除きます。 
２ 障害等級又は区分欄は、身体障害者手帳等に記載されている障害等級又は区分を記入してくださ

い。 
 
添付書類 
・身体障害者手帳等の写し 
 



その４ 

   
法定外公共物の機能管理に係るボランティア活動実績報告書 

 
※記載要領及び注意事項 
 ①活動を証する記事等の添付 

活動の証となるもの（新聞記事・広報記事・写真等）を添付のうえ、この報告書を提出してく

ださい。 

②活動範囲   
   富山市内での活動内容が確認出来るものが対象となります。（位置図を添付して下さい。） 

③活動例 
管理者等から依頼を受け、草刈りや水路のしゅんせつ、軽微な修繕活動等。ただし、法人ではな

く個人で活動しているものは除きます。 
④活動期間 

  年１０月１日から  年９月３０日までの間で、複数年度にわたる、２回以上の同一活動の

実績について記入してください。 

 

商号又は名称 
 

 

活動の概要 
 

 

活動場所 

 

活動期間 
  年  月  日 ～     年  月  日 

  年  月  日 ～     年  月  日 

活動人数 のべ人数      人 ／ 実人数       人 

 

 

 

 

 

具体的な 

活動内容 

 

 



様式第３号（第４条関係）

社印 代表者印

　　　　　　　所在地（住所）

委 任 者 　商号又は名称

　　　　　　　代表者職氏名

１ 入札及び見積に関する一切の権限

２ 復代理人選定に関する一切の権限

３ 契約の締結及び契約の履行に関する一切の権限

４ 代金の請求及び受領に関する一切の権限

　　　　　　　所在地（住所）

受 任 者 　商号又は名称

　　　　　　　代表者職氏名

　私は、下記の者を代理人と定め、富山市との間に行う契約について、下記の事項に関する権限を委任します。

記

委 　　　　任　　　　 状



　　　　　　年　　　月　　　日

（宛先）　富　山　市　長

申請者（委任先がある場合は、受任者の内容を記載してください。）

商号･名称

代表者職氏名

所在地

記載要領
１　口座番号が６桁の場合は、右詰めで先頭に０を記載
２　名義人カナについて、前㈱㈲等は、カ）ユ）、後㈱㈲等は（カ（ユ、中㈱㈲等は（カ）（ユ）と記載
３　前金払専用口座欄は、前金払専用口座を設定する場合のみ記載

５　完成払等専用口座と前払金専用口座は同一不可
６　前払金専用口座は普通預金口座のみ（当座預金口座は不可）

４　完成払等専用口座は、工事以外の業種（コンサル・物品・業務委託）の申請がある場合は、他の業種の
　　完成払専用口座・指定口座と同一の口座を記載

口座
名義人

（カナ）

(漢字）

金融機関コード

前

金

払

専

用

口座
名義人

（カナ）

預金種目

口座番号

金融機関名
銀行・金庫・
農協・漁協

本店・支店・
支所・出張所

本店・支店・
支所・出張所

１：普通預金

１：普通預金　　　２：当座預金

取　引　金　融　機　関　届

金融機関コード

新規 更新

　（建設工事・建設コンサルタント業務等）

債権者コード※

完

成

払

等

専

用

銀行・金庫・
農協・漁協金融機関名

口座番号

預金種目

(漢字）



様式第５号（第４条関係）

令和 年 月 日

所　 在　 地

商号又は名称

代表者職氏名

申請日における、当者と他の富山市の競争入札参加資格登録業者との資本関係及び人的関係は、

次のとおり相違ありません。

１ 資本関係に関する事項　　　該当の有無　　有　・　無　（どちらかに〇）

①　親会社（会社法第２条第４号の規定によるもの）

②　子会社（会社法第２条第３号の規定によるもの）

③　親会社を同じくする子会社

２ 人的関係に関する事項　　　該当の有無　　有　・　無　（どちらかに〇）

①　役員等を兼任している者

３　その他、上記１、２と同視し得る関係に関する事項　該当の有無　　有　・　無　（どちらかに〇）

①　組合とその構成員の関係にある法人又は個人

②　役員又は代表権を有する者が夫婦又は住所地が同一で親子・兄弟姉妹の関係にある会社

資本関係・人的関係に関する調書

商号又は名称 所在地 代表者氏名

商号又は名称 所在地 代表者氏名

商号又は名称 所在地 代表者氏名

当社の役員等 兼任先及び兼任先での役職

役職 氏名 商号又は名称 役職

商号又は名称 所在地 代表者氏名

当社の役員等 当社の役員と関係のある会社及び役職等

役職 氏名 商号又は名称 役職 氏名 続柄



＜記載上の注意＞

　

１　この調書は、資本関係・人的関係の有無に関わらず、すべての申請者が提出してください。
２　記入の対象となる関係会社は、富山市に入札参加資格審査申請した（または、する予定のある）他者につい
　て、申請者から見た関係を記入してください。
３　記入欄が不足する場合は、適宜記入欄を追加し用いてください。
４　この調書に記載された事項が事実と相違することが明らかとなった場合には、入札参加資格停止等の措置を
　行うことがあります。
５　（１）資本関係に関する事項
　　　　ア　親会社と子会社の関係にある場合
　　　　イ　親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合
　　　　　ただし、子会社又は子会社の一方が更生会社又は再生手続き中の会社である場合は除きます。
　　　　（注）資本関係に該当する場合において、富山市に入札参加資格審査申請書を提出する（富山市の入札
　　　　　　参加資格者名簿に登録されている）会社が他にないことが明らかなときは、「該当なし」として記
　　　　　　入してください。
　　（２） 人的関係に関する事項
　　　　ア　一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合
　　　　イ　一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合
　　　　　ただし、アについては、会社の一方が更生会社又は再生手続き中の会社である場合は除きます。
　　　　（注）人的関係に該当する場合において、富山市に入札参加資格審査申請書を提出する（富山市の入札
　　　　　　参加資格者名簿に登録されている）会社が他にないことが明らかなときは、「該当なし」として記
　　　　　　入してください。
　　　　　①役職
　　　　　　兼任役員の届出者における役職を記入してください。
　　　　　（注1）「代表取締役」、「取締役」、「管財人」、「執行役」のいずれかを記入すること。
　　　　　（注2）役員の名称が上記と異なる場合でも、職務権限等が上記に該当する場合には、該当するもの
　　　　　　　　を記入すること。
　　　　　　　　例）代表取締役社長⇒「代表取締役」
　　　　　　　　　　専務取締役⇒「取締役」
　　　　　（注3）「取締役」には社外取締役も含むが、委員会設置会社の取締役は含まないこと。委員会設置
　　　　　　　　会社における取締役が執行役を兼任している場合は、「執行役」として記入すること。
　　　　　（注4）「執行役」とは、委員会設置会社における執行役及び代表執行役をいうこと。
　　　　　（注5）「監査役」、「執行役員」などは役員に該当しないため、記入しないこと。
　　　　　②氏名
　　　　　　兼任役員の氏名を記入してください。
　　　　　③兼任先の商号又は名称
　　　　　　兼任役員の兼任先の商号又は名称を記入してください。
　　　　　④兼任先役職
　　　　　　兼任役員の兼任先の役職を記入してください。
　　　　　（注1）「代表取締役」、「取締役」、「管財人」、「執行役」のいずれかを記入すること。
　　　　　（注2）役員の名称が上記と異なる場合でも、職務権限等が上記に該当する場合には、該当するもの
　　　　　　　　を記入すること。
　　　　　　　　例）代表取締役社長⇒「代表取締役」
　　　　　（注3）「取締役」には社外取締役も含むが、委員会設置会社の取締役は含まないこと。委員会設置
　　　　　　　　会社における取締役が執行役を兼任している場合は、「執行役」として記入すること。
　　　　　（注4）「執行役」とは、委員会設置会社における執行役及び代表執行役をいうこと。
　　　　　（注5）「監査役」、「執行役員」などは役員に該当しないため、記入しないこと。



様式第６号（第４条関係） 

（宛先）富山市長 

                    住所 

             申請者 商号又は名称        

                    代表者職氏名        

 

営業所実態調査依頼書 

 

 富山市の建設工事競争入札参加資格者選定要綱第４条の規定に基づき、下記の営業

所が建設業法第３条第１項に規定する主たる営業所の要件に適合しているか否かの

調査をお願いします。 

 

記 

 

建 設 業 許 可 番 号                       

建 設 業 の 許 可 区 分 建設業 

営 業 所 

名 称  

所 在 地  

電話番号  

経 営 業 務 の 

管 理 責 任 者 
氏 名 

 

技 術 者 

※ 別 紙 可 

氏 名 （       工事関係） 

氏 名 （       工事関係） 

氏 名 （       工事関係） 

氏 名 （       工事関係） 

 



様式第７号その１（第４条関係）

営業所写真

外 観 全 景   　年　月　日　撮影

看板等を確認できるように撮影して下さい。

入 り 口   　年　月　日　撮影

表札等を確認できるように撮影してください。



建設業法第40条に規定する標識です。

内 部 全 景   　年　月　日　撮影

電話、机等什器備品を確認できるように撮影して下さい。

建 設 業 の 許 可 票   　年　月　日　撮影

様式第７号その２（第４条関係）

営業所写真



様式第７号その３（第４条関係）

営業所案内図



 

様式第８号（第７条関係） 

建設工事入札参加資格（譲受、相続）審査申請書 

  年  月  日 

  （宛先）富山市長 

住 所             

商号又は名称             

代表者氏名             

 

  このたび、下記により建設工事の営業の全部若しくは一部を譲受け（相続）し、建設工

事の入札に参加したいので資格審査を申請します。 

  なお、この申請書及び添付書類の記載事項については、事実と相違ないことを誓約しま

す。 

 

 １ 譲渡人（被相続人）の住所氏名 

 ２ 譲受人（相続人）の建設業許可番号 

 ３ 譲受け（相続）した営業の種類 

 ４ 譲受け（相続）年月日 

 ５ 譲受け（相続）の理由 



様式第９号（第８条関係） 

入 札 参 加 資 格 変 更 届 出 書 

 年  月  日 

（宛先）富山市長 

届出書 

（本社） 

所在地  

商号・名称  

代表者 職氏名  

 先に申請した（ 建設工事等 ・ 物品購入 ・ 業務委託 ）入札参加資格審査申請書及び添付書

類の記載事項について、下記のとおり変更があったので届け出ます。 

記 

Ⅰ 次の項目番号を記入し、変更内容、変更年月日を記入する。 

（１） 商号又は名称及び所在地        （２） 受任先営業所等の名称及び所在地 

（３） 法人である場合においては代表者の氏名 （４） 受任者の氏名 

（５） 営業所の専任技術者の氏名（工事のみ） （６） 指定口座（Ⅱも記載する。） 

（７） 電話番号 及び ＦＡＸ番号       （８） その他（メールアドレス等） 

番号 変 更 前 変 更 後 変更年月日 

        

        

        

        

        

 

Ⅱ 指定口座内容に変更がある場合 （建設工事等の場合は 完成払 ・ 前金払 ） 

金融機関コード          金融機関名 銀行      店 

口 座 種 別 １：普通 ２：当座 口座番号               

名 義 人 
カ ナ                             

漢 字   

（注）１ 商号・名称、代表者及び本社の所在地が変更の場合は、登記簿謄本（写）を添付。受任先が 

ある場合は委任状も添付。 

   ２ 建設工事で主たる営業所の所在地を富山市の区域内に変更した者は、営業所実態調査依頼書

（様式第１１号、第１２号その１からその３まで）を添付。 

３ 受任先の事項だけの変更となる場合でも委任状を添付。 

 

（担当者 所属 職 氏名）                

（担当者直通電話番号）                 

（担当者メールアドレス）                



   

様式第１０号（ 第８ 条関係）  

 

入 札 参 加 資 格 取 下 届 出 書  

 

  年   月   日  

（ 宛 先 ） 富 山 市 長  

 

届出書  

（本社）  

所在地   

商号・名称   

代表者  職  氏名   

 

 競 争 入 札 参 加 資 格 者 名 簿 （  建 設 工 事 等  ・  物 品 購 入  ・  業 務 委 託  ）

に 登 載 さ れ て い る 次 の 業 種 に 係 る 入 札 参 加 資 格 に つ い て 、 そ の 取 下 げ を

し た い の で 、 届 け 出 ま す 。  

 

業  種  名  

 

 

（担当者  所属  職  氏名）                

（担当者直通電 話番 号）                

（担当者メール アド レス）               

 



 
様式第１１号（第９条関係） 

契 第     号  

年  月  日  

業者番号 

          様 

 

富山市長        印     

 

建設工事入札参加資格取消通知書 

 

 あなたを    年度建設工事の入札参加資格者として認定していましたが、次の理由により

入札参加資格を取り消しましたので、富山市建設工事競争入札参加資格者選定要綱第９条第２項

の規定により通知します。 

 

 理 由 

 



 
様式第１２号（第９条関係） 

契 第     号  

年  月  日  

業者番号 

          様 

 

富山市長        印     

 

建設工事入札参加資格等級格付降級通知書 

 

 あなたの    年度建設工事の入札参加資格につきましては、次の理由により等級格付を降

級しましたので、富山市建設工事競争入札参加資格者選定要綱第９条第３項の規定により通知し

ます。 

 

 理 由 

 

 

 内  容    変更前 

 

         変更後 



様式第１３号（第１１条関係） 
 

建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書 
 

提出日     年  月  日 
 
（宛先）富山市長 
 

共同企業体の名称 
 
   共同企業体の代表者 
       住 所 
       商号又は名称                                  
       代表者職氏名                 
 

代 表 住 所 
構成員 商号又は名称 

        代表者職氏名                                  
        出資割合(%)                   
 

その他 住 所 
構成員 商号又は名称 

        代表者職氏名                                   
        出資割合(%)                   
 

その他 住 所 
構成員 商号又は名称 

        代表者職氏名                                   
        出資割合(%) 

 

                           工事に係る条件付き一般競
争入札に参加するため、入札参加資格に基づき特定建設工事共同企業体を結成しましたの
で、次の書類を添えて、入札参加資格の審査を申請します。 
 なお、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな
い者であること、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約
します。また、上記工事の契約に当たっては、貴市の指示により共同企業体協定書等の必

要書類を提出します。 
記 

 
添 付 書 類 部 数 

構成員ごとの配置予定技術者調書 各１ 
構成員ごとの同種工事の施工実績調書 各１ 
電子入札用委任状 
※電子入札の場合は、競争参加資格確認申請書の提出時に提出してください。 

１ 

 

（担当者  所属 職 氏名）             

（担当者直通電話番号）                

（担当者メールアドレス）               


